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船戸　明

【1】 新信託法の必要性

（1） 旧信託法：大正11年制定

→当初の目的は、高利貸し的な信託を取り締まること＝規制色が強い

→社会情勢・経済活動の変化へのキャッチアップ必要

→証券化・流動化の局面で活用されていること、及び新たな活用方法を見出す

（2） 改正内容

1 信託類型の多様化

2 受託者の重い義務の緩和

3 受益者の権利保護明確化

（3） 平成19年9月30日施行（自己信託は1年後）

【2】 信託の基本

（1） 基本的構造

　
　　　　　　　　　　　信託財産を委託　　　　　　　　信託財産からの利益を分配

　　　　　　　　　　　　　　　信託財産を運用・管理・処分



（2） 信託の方法及び効力発生時期

1 信託契約：契約締結時

2 信託遺言：遺言の効力発生時

3 自己信託：公正証書等、電磁的記録→公正証書等が作成された時

公正証書等以外の書面、電磁的記録→受益者に対する確定日

のある証書による信託された旨及びその内容が通知された時

【3】 新しい信託制度の類型

（1） 自己信託

《定義》　　委託者が自己の財産を他人のために管理処分する旨宣言することによって設定される信託（委託者＝受託者）

《旧法》　　倒産隔離の面での悪用を排除するため、自己信託不可が通説

《問題点》　①債権者詐害

　　　　　　②自己固有資産と信託財産の分別管理の困難性

　　　　　　③自己信託の認知の問題

　　　　　　④本当に受益者の利益が優先されるか

《規制》　　①公正証書等によらなければ自己信託は成立しない

②委託者の債権者が詐害行為取消の行使をせずに、強制執行等が可能

③公益確保のため、裁判所が信託の終了を命ずることが出来る

《活用》　　①流動化・証券化による資金調達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　信託

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受益権



信託受益権の販売



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己信託　　　　　　　　　　　受益権


　　　　　　

　　　　　　　　　　②障害者サポート


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己信託　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　親の財産の倒産隔離→信託財産の承継　
（2） 受益証券発行信託

《定義》　　受益権を表示する証券を発行する旨の定めのある信託

《旧法》　　信託受益権は債権であり、有価証券ではない。特別法で投資信託や貸付信託、特定目的信託が発行されていたのみ。

《活用》　　受益証券の流通性確保が手当され、資金調達ニーズを満たす。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①信託

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②受益証券


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④利益分配

③信託受益権の分割・販売　


（3） 限定責任信託

《定義》　　受託者が信託に関して負担する債務について、信託財産に属する財産のみをもってその履行の責任を負う信託（有限責任）

《旧法》　　信託財産に関して生じた債務は、受託者固有の財産も含めて弁済する必要があった。責任限定特約付信託を付すケースもあったが、債権者の同意が得られない、責任の重い信託では受託者の成り手がないなどの問題があった。

《問題点》　債権者にとっては不利な信託類型

《規制》　　①登記の義務付け

②取引相手方に限定責任信託である旨の明示

③帳簿等の作成　他

《活用》　　自己信託＋事業信託＋責任限定

　　　　　　→会社分割や子会社化よりもリスクを低減可能

（4） 事業の信託

《定義》　　信託設定前に委託者が負担していた債務を、信託行為により受託者が引き受けることが可能となった。つまり、積極財産と消極財産を一体にした事業自体の信託が可能となった。

《旧法》　　債務を承継できるかどうかについて不明確

《問題点》　事業を信託する場合、事業譲渡と同様の効果＝株主保護

《規制》　　事業の自己信託については、株主総会特別決議必要

《活用》　　トラッキングストック代用型資金調達（事業信託＋自己信託＋限定責任）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己信託　　　　　　　　　　　受益権


　　　　　　　　　　　　　有望事業の収益力を担保にした資金調達

　　　　　　　　　　　　　既存事業のリスクから切り放した新規事業展開

（5） 受益者の定めのない信託（目的信託）

《定義》　　受益者の存在しない又は受益者を定める方法のない信託。一定の目的のために信託財産が利用されるため、目的信託と呼ばれる。

《旧法》　　公益信託以外については、受益者の定めが必要。

《問題点》　受益者が存在しないので、受託者に対する監督機能が働かない。

《規制》　　①自己信託は不可。契約か遺言の方法による。

　　　　　　②受益者の定めのない信託を変更して、受益者を定めることは出来ない。

　　　　　　③受益者の定めのある信託を変更して、目的信託にすることはできない。

　　　　　　④信託管理人の指定

《類型》　　





　　　　　　　　　　　　　　（東京国税局研修資料より）

《活用》　　・ペット信託（自分の死後現金をペットの世話に当ててほしい）

　　　　　・由緒ある建物を記念館として管理するよう信託を設定

　　　　　　→公益ではないが、私的目的でもない信託（福祉・地域社会・子育て等）の設定が可能に。



　　　　　　　　　　　　 ①遺言の効力発生に　　　　　②監督

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より信託財産譲渡　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②目的に従い交付


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③終了時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に財産交付

（6） 受益者連続型信託

《定義》　　受益者の死亡により、他の者が新たな受益者として受益権を取得する旨の定めのある信託

《旧法》　　後継ぎ遺贈（受贈者の死亡により順次他の者が受贈者となる遺贈）については民法上無効との消極説が有力。よって、受益者連続信託も有効性に疑義があった。

《問題点》　長期にわたり財産のあり方・流動性を阻害

《規制》　　信託設定から30年経過以後の現に存する受益者が死亡するまで

《活用》　　「（Ａの死亡）→Ｂが受益者→（Ｂの死亡）→Ｃが受益者」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　信託　　　　　　　　　　受益権

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受益権　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(信)Ｂの死亡によりＣがＡから受益権取得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(相)Ｂから遺贈により受益権取得

【4】 具体的活用場面

（1） 事業承継

《官庁》　　中小企業庁「中間整理～信託を活用した中小企業の事業承継の円滑化に向けて～」（H20.9）

《事例》　　【３】（６）受益者連続型信託の活用






（2） 従業員持株会

《官庁》　　経済産業省「新たな自社株式保有スキームに関する報告書」（H20.11.17）

《事例》　　【３】（５）受益者の定めのない信託の活用

　

（3） 成年後見制度の代用

《事例》　　・どうも最近ぼけ始めた


・子供が３人いるが仲が悪く、財産が狙われているように思える

《対策》　　・これ以上ぼける前に信託契約を締結


・財産（土地や株式）を信託し、受益者を自分にする


・認知症発生前は信託の効力生じない


・発生後、受託者が財産の管理・処分を行い、受益者の介護指図

《利点》　　・委託の意思が生かされるという点で成年後見より利用価値大


・後見人の権利濫用防止（受託者の善管注意義務）
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【目的信託】
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【一時的に受益者不在】


・受益者の受益権に停止
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